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【目的】　

　埼玉県やさいたま市の開発事業における環境影響評価の手続き毎に出される一般公開用の報告書に対する意見書の提出を試みてきた｡過去に各手続き毎に出された報告書に対する意見内容(一般公開情報のみ)と健康影響評価に関わる意見内容(一般公開情報のみ)を示し、健康影響評価の必要性について考察する。

【方法】　

　環境影響評価とは、地域の事業開発において、環境汚染や自然環境の破壊を未然に防止するため開発行為が環境に及ぼす影響についてあらかじめ回避･低減するための情報公開にもとづく手続き(環境省)である。健康影響評価とは政策、計画、多様な経済セクターのプロジェクト、定性定量的かつ参加型手法を使用しての健康への影響を評価するための手段である(WHO)とされている。健康への影響評価における作業プロセスは、環境影響評価の作業プロセスと類似している。環境影響評価における健康影響評価の実施状況について、一般公開された調査書、報告書、評価書より調査を行いつつ個人の意見を含め、考察を行った。

【結果】　

　開発事業の段階で懸念される大気汚染、水質汚染、土壌汚染、騒音公害に対するベースライン調査において､地域住民や周辺住民への影響に対する調査と低減策について評価作業が行われているが、人体や健康への影響を意識して評価作業を実施されているとは考えがたい。その上、生態のベースライン調査において、生息されている生物や植生などの調査､及び保全対策はなされているが、ウィルスを媒介した猛禽類、鳥類、昆虫、水生物、微生物に対する調査はない。仮にウィルスを媒介した様々な生物が、工場や施設の稼備後に工場の作業員や施設の使用者、住民の健康への影響などが記載されていないため、調査、評価手続きの段階で、人の健康を意識しつつ大気、水質、土壌、生態などによる人体への暴露評価、リスク評価を行い、健康への影響を低減させる施策を盛り込むべきである。現在の環境影響評価の手続きでは、長期的に考えれば、潜在的なリスクがあると言わざるをえない。そのため、健康影響評価の実施の必要性は高いと考える。　

【考察】

　欧米では環境影響評価での実施、及び単独で健康影響評価が実施されており、研究も盛んである。我が国では、人体に有害な化学物質のリスク評価、及び暴露評価の基準や食品における評価はなされているが、環境影響評価の実施時に、健康影響評価を専門的に実施する、あるいは、単独で健康に対する影響の評価作業を実施するという制度は､環境影響評価の規則や技術指針に見られない。近年、環境に関わる研究機関では、環境疫学研究として進められていることをWebサイトで確認できる程度である｡この研究成果が将来的に環境影響評価の実施時における健康影響評価(環境疫学調査)の導入と実施を規則や技術指針に盛り込まれることが期待される。

